






































































































































































































































































　ただしこの 2 議席という数字で1984年当時の BJP への支持を計ることは早
計である。小選挙区制は得票率と議席数の間に大きな乖離を生み、中小政党に

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































JD の OBC 優遇という苦い経験をしてきた上位カースト、そのなかでも就学と
就職を控えた若年層は、BJP こそ自らの利益を代表してくれる唯一の政党であ
ると考えるようになっていった。OBC を支持基盤とする JD 政権の誕生と














　 2 つの短命政権と下院解散をうけて1991年 5 月から 6 月にかけて行われた総
選挙の争点は、マンダル委員会勧告に基づく OBC 留保と、ラーム寺院とバー
ブリー・マスジドをめぐるアヨーディヤー問題の 2 つであった。これらの争点




集め、得票率こそ減少したものの議席を 2 割以上増やした。1991年総選挙は 5
月20日と 6 月の12日と15日の 3 回に分けて投票が行われ、ラジーヴ暗殺の前日
に投票日を迎えた選挙区での会議派の戦績は不振であったが、その後に投票が
行われた選挙区では会議派が勢力を盛り返したのである。その意味で91年総選

























































けのインド復興債（Resurgent India Bonds）とインド・ミレニアム預金（India 
Millennium Deposits）によって補った（16）。政府は NRI に精力的に購入を呼び掛
け、1998年 8 月 5 日から24日までに目標額20億ドルを大幅に上回る42．5億ドル




　しかし BJP は連立政権をわずか 1 年強しか維持することができなかった。
NDA の一角を占めていた AIADMK が離脱して内閣への支持を撤回したこと





ることが不可欠であることを BJP は痛感したのである。1999年 9 月から10月
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